
内閣総理大臣 安倍 晋三 様 
経済産業大臣 宮沢 洋一 様 
環境大臣   望月 義夫 様 

2015年5月20日 
呼びかけ団体：地球救出アクション97、若狭連帯行動ネットワーク 

ヒバク反対キャンペーン、科学技術問題研究会、原発の危険性を考える宝塚の会 
 
 

大飯原発判決と高浜原発仮処分命令を受け、全原発の再稼働を止め、 

原発ゼロ、脱石炭火力、再生可能エネルギー40％以上への拡大、省エネの推進によって 

2030 年に40％以上のCO2排出削減（1990 年比）を行う 

日本の温暖化防止の約束草案（INDC）を提出してください。 

 

当面の要求 

（1）川内原発再稼働を止めてください。 
（2）関西電力・神戸製鋼による石炭火力発電、関電・東燃ゼネラル石油による東京湾岸石炭火力発電など 

大規模石炭火力発電を認可しないでください。 
（3）「接続可能量」を撤回し、再生可能エネルギーの優先接続・優先給電・優先融通を実施してください。 
（4）エネルギー基本計画のベースロード電源から原子力と石炭火力を削除してください。 
（5）炭素税の高い設定など、CO2排出を抑える抜本的な対策を行ってください。 
 
 
 

上の要望の賛同団体になってください。この用紙でお知らせください。 

賛同団体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第1回期限は、5月19日です。緊急です。12月まで運動を継続します。よろしくお願いします。 

賛同用紙の送り先：FAX. 072-339-2871(専用) 

こちらの方法でも 郵送：地球救出アクション97  580-0003大阪府松原市一津屋4－9－6 稲岡美奈子 
Eメール：minako-i@estate.ocn.ne.jp  お問合せ：072－336－7201 稲岡 

団体名： 

連絡先： 

Eメール： 

携帯のメール： 

FAX. 
 
TEL. 
 
団体名のみ公表します。連絡方法はご都合の良いものを記入してください。 



全国のみなさま 

 
 大飯3・4号基運転差し止め判決に引き続き、高浜3・4号運転差し止め仮処分決定が行われました。原発運転

によって住民の生命と生活に危険が及び人格権が侵害される、原子力規制委員会の基準では重大事故が起こりう

るとされました。フクシマを繰り返してはなりません。川内原発では運転差止仮処分申請が退けられましたが、

反対の運動を強めて再稼働を止めなければなりません。世論の過半数が脱原発です。 
 
 福島事故の後も、安倍政権は原発の再稼働を進め、原発維持を図ろうとしています。2014年4月に閣議決定

したエネルギー基本計画では、原子力・石炭火力・地熱・水力をベースロード電源と位置づけ、このもとで、エ

ネルギーミックスの検討を行っています。電力会社の要求に応えて原発の運転を前提に、再生可能エネルギーの

接続可能量を低く決定し、太陽光発電などの新たな拡大を困難にしました。原発は再生可能エネルギーの増加と

対立しています。 
  
一方、政府はCO2を大量に排出する石炭火力を燃料費が安く中東依存のない電源として推進しようとしてい

ます。たとえ高効率の石炭火力であっても、石油・天然ガスに比べてもCO2排出は多量です。いま石炭火力を

建設してしまえば、2030年どころか、2050年を超えてCO2を出し続けることになります。世界のCO2排出削

減努力に対立するものです。石炭火力は水銀や他の大気汚染物質も多く排出し地域の環境汚染を引き起こします。 
 
今年11月末から始まる温暖化防止条約パリ会議では、2030年をめざした世界の温室効果ガス排出削減策が決

定されなければなりません。すでにEU、スイス、米国などの先進国、中国も野心的な削減計画(約束草案)を提出

しています。温室効果ガス排出削減の必要性、衡平性、能力から日本には2030年までに1990年比40～50％の

削減が求められています。 
 
安倍政権は6月初めの先進国首脳会議までに約束草案を作るとし、4月に「2013年比20％削減(実は1990年

比10％削減)」なる案をリークしました。このような案は世界の温暖化防止の努力に水をかけ、日本の省エネや

新しい技術への挑戦も止めてしまいます。地球温暖化を2℃未満(産業革命前と比べて)に抑えるような衡平で野心

的な削減目標と必要な対策・政策を要求しましょう。 
 
私たちは3月25日に経済産業省と環境省と交渉を行いました。そこで明らかになったのは、2014年閣議決定

の原発・石炭火力をベースロード電源とするエネルギー基本計画に縛られて、電力会社の利益を優先し世界の温

暖化防止努力に対立するだけの政府の姿でした。 
 
まずは、抜本的な変更を政府に迫りましょう。抗議を直接伝えましょう。団体賛同お願いします。 
 

2015年4月 呼びかけ団体 
 

 

政府交渉決定 

日時：5月20日(水)13時～14時 30分 経済産業省 

         14時 45分～15時 45分 環境省 

場所：参議院議員会館 B105室 

12時 40分 参議院議員会館ロビー集合・打合せ 
参加予定の方は、ご連絡ください。090－7090－1857 イナオカ 
中継放送はご遠慮ください。 


